
 

 

新型コロナウイルスの感染拡大によってテレワーク利用が拡大、伴ってＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）推進を加速させる動きが顕著となり、大手企業のワークプレイスの考え方にも影響を与えている。また、情

報通信業の企業を中心にシェアオフィスへの本社移転が散見されている。本稿ではこれらの動向を整理する

とともに、企業によるワークプレイスの見直しが賃貸オフィス市況に与える影響を考察した。 
 
大手企業の一部ではテレワーク普及やＤＸ推進を背景にオフィス縮小等の動き 

コロナショックを契機に賃貸オフィス需要は減少傾向にある。背景には、景気悪化による企業業績の悪化とテ

レワーク利用の拡大があると考えられる。前者に関して、賃貸オフィス市場は過去、国内景気と高相関で推移し

ており※1、今回のコロナショックによる景気悪化局面でも賃貸オフィスの平均稼働率は低下している。 

後者のテレワークに関してはコロナショックを契機に新たに顕在化したものと言える。足元では、テレワーク利

用の拡大やそれに伴って顕在化したＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進を加速させる動きが顕著とな

っており、これらを背景にワークプレイスの見直しを進める大手企業が複数みられる［図表 1］。 

 

 

 

 情報通信業を中心にシェアオフィスへの本社移転がみられるように 

新型コロナ前からシェアオフィスをサテライトオフィスや一時的な立寄り（ドロップイン）として活用する事例は多

くみられていた。新型コロナを契機にテレワーク利用が拡大した状況下、情報通信業の企業を中心に、賃貸借

契約による一般的な床貸しのオフィスからシェアオフィスへ本社を移転する動きが散見されている［図表 2］。こう

した動きの背景として、情報通信業ではテレワークとの親和性の高い業種特性もあり、テレワークが特に普及し

ていて余剰となったオフィス床が多いことやアフターコロナでもテレワークを恒久的な制度として採用しやすいこ

となどが考えられる。移転に関するリリース資料等では、シェアオフィスに移転する効果として、テレワーク利用の

拡大で必要とするオフィス面積が減少したことによる固定費（ファシリティコスト）の削減、一般的な床貸しの賃貸

借契約と比べて移転や増床、一部返室のハードルが低いシェアオフィスは利用企業にとって事業環境への変

化に対応しやすいことなどが挙げられている。 

シェアオフィスへ本社移転した企業の多くは、テレワーク主体の働き方を継続させていく中でも社員間や他企

業とのリアルなコミュニケーションの重要性も認識しており、かかるコミュニケーションの場としてシェアオフィスを

活用するとしている。また、他拠点のシェアオフィスも活用し、フレキシブルな働き方を推進している事例もある。 

なお、シェアオフィスに本社移転した企業では、情報管理の観点から、書類保管等のための専用スペースを

シェアオフィス内に確保したり、大規模のシェアオフィスを移転先として選定して 1フロア全体を借りるなどの事

例がみられる。 

 

 業容拡大や人員増加等を理由とする拡張移転はベンチャー企業が目立つ 

他方、成長途上のベンチャー企業やコロナ下でも好業績をあげている企業を中心に、業容拡大や人員増加

などを理由に、オフィス面積の拡張や高スペックビルへの移転も散見されている。成長途上のベンチャー企業が

業容拡大や人員増加などを理由に移転する動きは新型コロナ前からみられたものであり、足元の動きもそれと

同種のものと位置付けられる。 

しかし、賃貸オフィスビルの空室率が上昇（空室が増加）し、それに伴い募集賃料が下落している状況下、オ

フィス面積の拡張や高スペックビルへの移転を検討する企業（テナント）にとっては、移転先候補の選択肢がコロ

ナ前と比べて増加しているとみられ、賃料面も含めて以前より好条件で移転先を確保しやすい状況にあると考

えられる。 
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コロナ下における企業の 
ワークプレイス見直しに関する動向 

※1：2005年1月～2020年3月（コロナ拡大前）における東京都心5区（千代田、中央、港、新宿、渋谷）の賃貸オフィス平均
稼働率（三鬼商事（株）「オフィスデータ」を用いて「1-平均空室率」で算出）とCI遅行指数の相関係数は0.88。なお、
相関係数は-1から1の数値で示され、絶対値が大きいほど相関性が高いことを表す。 



 

［図表 1］大手企業によるワークプレイス見直しに関する主な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

［図表 2］シェアオフィスへの本社移転に関する主な事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 テレワーク普及やＤＸ推進を契機とするワークプレイス見直しは今後も進む可能性 

テレワーク利用に関しては、ウィズコロナ、アフターコロナの中でどの程度定着するかは未だ不透明な点が多

いが、日本のデジタル競争力は世界先進国と比べて劣後していると言われており※2、企業のＤＸ推進には更な

る強化の余地があると考えられる。ＤＸに関しては資金力のある大手企業が先導する形で進む蓋然性が高いと

思われ※3、その流れの中で企業業績の悪化とは無関係または関係薄でオフィスの縮小や集約等が進む可能性

がある。ワクチンの追加接種や経口薬の実用化・普及などによる新型コロナの収束で期待される今後の景気回

復はオフィス需要を押し上げる要因となる一方、テレワーク普及やＤＸ推進を背景とするワークプレイスの見直し

（オフィス床の縮小や拠点集約など）が大規模なオフィスを構える大手企業で進むと、オフィス需要は景気の回

復度合いほどは増加しない可能性がある。 
 

出所： 取組概要は企業のプレスリリース資料や報道記事を基に都市未来総合研究所が作成、  
      従業員数は各社の有価証券報告書またはweb サイトの会社概要 

出所： 企業のプレスリリース資料や報道記事を基に都市未来総合研究所が作成 

※2：IMD（国際経営開発研究所：International Institute for Management Development）「世界デジタル競争力ランキング
2021」では、日本は第28位（対象は64の国・地域。G7の7か国の中では日本は6番目） 

※3：総務省「令和3年版情報通信白書」によると、企業にＤＸの取組みを尋ねた結果、「実施していない、今後も予定なし」と
回答したのは、大企業で約4割、中小企業で約7割であった。 

（発行：2022 年 3 月） 


